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アジア経済法令ニュース No.23-23 

 添付法令資料 1： 中国適格国内機関投資家国外証券投資外国為替管理規定（目次） 

 添付法令資料 2： 健康保障プログラムの実施における医療サービスの料金基準に関する 

  2023年1月6日付インドネシア共和国保健大臣規則 No. 3（目次） 

 添付法令資料 3： 住宅法を合一するベトナム国会事務局の合一文書（目次） 

                    弁護士法人 瓜生･糸賀法律事務所 

                             2023 年 6 月 9 日（金） 

 

第 1 日本国 主要新法令及び改正法令 

1 旅行業法の規定に基づく登録事項の変更の件（観光庁告示第 13 号） 

23.05.29 公布 

2 著作権法施行規則の一部を改正する省令（文部科学省令第 23 号） 

23.05.31 公布／23.06.01 施行 

3 民事訴訟費用等に関する規則等の一部を改正する規則（最高裁規則第 2 号） 

23.06.01 公布／23.07.01 施行 

4 住民基本台帳法別表第一から別表第六までの総務省令で定める事務を定める

省令の一部を改正する省令（総務省令第 50 号） 

23.06.01 公布／同日施行 

5 肥料を登録した件（農林水産省告示第 627 号） 

23.06.01 公布 

6 日本語教育の適正かつ確実な実施を図るための日本語教育機関の認定等に関

する法律（法律第 41 号） 

23.06.02 公布／一部を除き、24.04.01 施行 

7 海上運送法施行令及び船員法関係手数料令の一部を改正する政令（政令第

197 号） 

23.06.02 公布／23.07.01 施行 

8 電気通信事業法施行令の一部を改正する政令（政令第 198 号） 

23.06.02 公布／23.06.16 施行 

9 電気通信事業法施行規則等の一部を改正する省令（総務省令第 51 号） 

23.06.02 公布／一部を除き、23.06.16 施行 

10 肥料を登録した件（農林水産省告示第 631 号） 

23.06.02 公布 

11 脱炭素社会の実現に向けた電気供給体制の確立を図るための電気事業法等の

一部を改正する法律（法律第 44 号） 

23.06.07 公布／一部を除き、24.04.01 施行 

 

第２-1 中国 主要新法令及び改正法令 

1 检察机关服务保障碳达峰碳中和典型案例 

23.06.05 公布 最高人民検察院 
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2 国务院办公厅关于印发国务院 2023 年度立法工作计划的通知 

23.05.31 公布 国務院弁公庁 国弁発[2023]18 号 

3 关于多氯萘等 5 种类持久性有机污染物环境风险管控要求的公告 

23.06.06 公布 生態環境部等公告 2023 年第 20 号／同日施行 

4 关于增补《中国现有化学物质名录》（2023 年第 1 批 总第 9 批）的公告 

23.06.01 公布 生態環境部公告 2023 年第 18 号／23.06.02 施行 

5 关于已登记新化学物质列入《中国现有化学物质名录》（2023 年第 1 批 总第 11

批）的公告 

23.06.01 公布 生態環境部公告 2023 年第 19 号／23.06.02 施行 

6 关于发布《公民生态环境行为规范十条》的公告 

23.05.31 公布 生態環境部公告 2023 年第 17 号 

7 人力资源社会保障部办公厅等 6 部门关于印发《消除工作场所童工和加强 工作

场所未成年工特殊劳动保护制度（参考文本）》的通知 

23.06.02 公布 人的資源及び社会保障部弁公庁等 人社庁発[2023]17 号 

8 农业农村部关于渔业船舶单方海上交通事故调查处理适用问题的函（摘要） 

23.05.22 公布 漁業漁政管理局 農漁函[2023]3 号 

9 市场监管总局关于印发《市场监管行业标准管理办法》及《市场监管行业标准

制定管理实施细则》的通知 

23.05.29 公布 国家市場監督・管理総局 国市監弁発[2023]36 号／同日施行 

10 检验检测机构资质认定评审准则 

23.05.31 公布 国家市場監督・管理総局公告 2023 年第 21 号／23.12.01 施

行 

11 全国粮食和物资储备教育培训基地管理办法 

23.06.01 公布 国家食糧及び物資備蓄局弁公室 国糧弁人[2023]131 号／同

日施行 

12 文化和旅游部办公厅关于开展 2023 年度国家文化和旅游科技创新研发项目推

荐工作的通知 

23.05.24 公布 文化及び旅行部弁公庁 弁科教発[2023]100 号／同日施行 

13 道路运输车辆达标车型表（第 54 批）公示 

23.06.02 公布 交通運送部服務司 

14 城乡历史文化保护利用项目规范 

23.05.23 公布 住宅及び都市・農村建設部公告 2023 年第 73 号／23.12.01

施行 

15 体育总局关于征求《反兴奋剂条例（修订草案）》意见的通知 

23.05.31 公布 体育総局 

 

第 2-2 中国会計・税務法令 

1 国家税务总局关于《实施税收协定相关措施以防止税基侵蚀和利润转移的多边

公约》适用中国与保加利亚等国双边税收协定的公告 

23.05.31 公布 国家税務総局公告 2023 年第 9 号 

2 国家税务总局关于公布废止的税务部门规章目录的决定 

23.06.01 公布 国家税務総局令第 55 号 
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第 2-3 中国金融（Banking, Securities & Insurance）法令 

1 关于金融消费者反映事项办理工作安排的公告 

23.05.30 公布 国家金融監督・管理総局 中国人民銀行 中国証券監督・管

理委員会公告 2023 年第 1 号／同日施行 

 

第 3 ロシア 

1 社会団体に関するロシア連邦法律第 19 条及び第 20 条並びに非営利組織に関

するロシア連邦法律第 14 条への変更の導入に関する 2022 年 12 月 19 日付ロ

シア連邦法律 No.535-FZ 

2023 年 3 月 1 日から施行 

2 最低賃金額に関するロシア連邦法律第 1 条への変更の導入及びその個別の規

定の効力の停止に関する 2022 年 12 月 19 日付ロシア連邦法律 No.522-FZ 

3 その余の最新法令リストは、当事務所のホームページにて御覧下さい。 

 

第 4 ベトナム 

掲載すべき法令は、ありません。 

 

第 5 韓国 

掲載すべき法令は、ありません。 

 

第 6 台湾 

1 制定交通部民用航空局組織法 

23.06.07 公布 総統府 華總一義字第 11200046761 號令 

2 制定交通部航港局組織法 

23.06.07 公布 総統府 華總一義字第 11200046771 號令 

3 制定交通部中央氣象署組織法 

23.06.07 公布 総統府 華總一義字第 11200046741 號令 

4 制定交通部公路局組織法 

23.06.07 公布 総統府 華總一義字第 11200046751 號令 

5 修正交通部高速公路局組織法條文 

23.06.07 公布 総統府 華總一義字第 11200046901 號令 

6 修正交通部組織法 

23.06.07 公布 総統府 華總一義字第 11200046891 號令 

7 制定交通部運輸研究所組織法 

23.06.07 公布 総統府 華總一義字第 11200046781 號令 

8 修正交通部鐵道局組織法條文 

23.06.07 公布 総統府 華總一義字第 11200046911 號令 

9 制定交通部觀光署組織法 
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23.06.07 公布 総統府 華總一義字第 11200046731 號令 

10 制定經濟部水利署組織法 

23.06.07 公布 総統府 華總一義字第 11200046841 號令 

11 制定經濟部地質調查及礦業管理中心組織法 

23.06.07 公布 総統府 華總一義字第 11200046881 號令 

12 制定經濟部能源署組織法 

23.06.07 公布 総統府 華總一義字第 11200046821 號令 

13 制定經濟部國際貿易署組織法 

23.06.07 公布 総統府 華總一義字第 11200046811 號令 

14 制定經濟部產業發展署組織法 

23.06.07 公布 総統府 華總一義字第 11200046801 號令 

15 制定經濟部產業園區管理局組織法 

23.06.07 公布 総統府 華總一義字第 11200046861 號令 

16 修正經濟部組織法 

23.06.07 公布 総統府 華總一義字第 11200046921 號令 

17 制定經濟部智慧財產局組織法 

23.06.07 公布 総統府 華總一義字第 11200046851 號令 

18 制定經濟部標準檢驗局組織法 

23.06.07 公布 総統府 華總一義字第 11200046871 號令 

19 制定經濟部商業發展署組織法 

23.06.07 公布 総統府 華總一義字第 11200046791 號令 

20 制定經濟部中小及新創企業署組織法 

23.06.07 公布 総統府 華總一義字第 11200046831 號令 

 

第 7 シンガポール 

1 Free Trade Zones Act 1966 - Free Trade Zones (Declared Areas) 

(Amendment No. 2) Notification 2023 

First published in the Government Gazette, Electronic Edition, on 7 

June 2023 and comes into operation on 9 June 2023; No.S348/2023 

 

第 8 タイ 

掲載すべき法令は、ありません。 

 

第 9 インドネシア 

その最新法令リストは、当事務所のホームページにて御覧下さい。 

 

第 10 フィリピン 

1 DEPARTMENT OF EDUCATION  

  IMPLEMENTING RULES AND REGULATIONS OF REPUBLIC ACT 
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NO. 11713 “AN ACT FURTHER STRENGTHENING TEACHER 

EDUCATION IN THE PHILIPPINES BY ENHANCING THE TEACHER 

EDUCATION COUNCIL, ESTABLISHING A SCHOLARSHIP PROGRAM 

FOR STUDENTS IN THE TEACHER EDUCATION PROGRAM, 

INSTITUTIONALIZING THE NATIONAL EDUCATORS ACADEMY OF 

THE PHILIPPINES, AND APPROPRIATING FUNDS THEREFOR, 

AMENDING FOR THE PURPOSE REPUBLIC ACT NO. 7784, ENTITLED 

‘AN ACT TO STRENGTHEN TEACHER EDUCATION IN THE 

PHILIPPINES BY ESTABLISHING CENTERS OF EXCELLENCE, 

CREATING A TEACHER EDUCATION COUNCIL FOR THE PURPOSE, 

APPROPRIATING FUNDS THEREFOR, AND FOR OTHER PURPOSES’” 

23.05.31 付／全国流通新聞において公布された日から 15 日後に施行 

2 OFFICE OF THE PRESIDENT 

  EXECUTIVE ORDER NO. 29, S. 2023 

  STRENGTHENING THE INTEGRATION OF PUBLIC FINANCIAL 

MANAGEMENT INFORMATION SYSTEMS, STREAMLINING 

PROCESSES THEREOF, AND AMENDING EXECUTIVE ORDER NO. 55 

(S. 2011) FOR THE PURPOSE 

23.06.01 付／全国流通新聞において公布された日から直ちに施行 

3 OFFICE OF THE PRESIDENT 

  EXECUTIVE ORDER NO. 30, S. 2023 

  STRENGTHENING PRIVATE SECTOR PARTICIPATION IN THE 

PUBLIC-PRIVATE PARTNERSHIP GOVERNING BOARD ESTABLISHED 

UNDER EXECUTIVE ORDER (EO) NO. 136 (S. 2013), AND FURTHER 

AMENDING EO NO. 8 (S. 2010), AS AMENDED, FOR THE PURPOSE 

23.06.01 付／全国流通新聞において公布された日から直ちに施行 

4 INTER-AGENCY TASK FORCE FOR THE MANAGEMENT OF 

EMERGING INFECTIOUS DISEASES 

  RESOLUTION NO. 8-B, S. 2023 

  RECOMMENDATIONS RELATIVE TO THE MANAGEMENT OF THE 

CORONAVIRUS DISEASE 2019 (COVID-19) SITUATION 

23.06.01 付 

 

第 11 インド 

その最新法令リストは、当事務所のホームページにて御覧下さい。 

 

第 12 モンゴル 

掲載すべき法令は、ありません。 

 

第 13 カザフスタン 
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掲載すべき法令は、ありません。 

 

第 14 ウズベキスタン 

1 電子計算機用に作成されたプログラム及びデータベースの正式登録規則の承

認に関するウズベキスタン共和国法務相命令 

2023 年 5 月 29 日付 No.7-mx 同月 30 日法務省登録 No.3436／同年 6 月

1 日施行 

2 カタール国の国籍者のウズベキスタン共和国への入国における査証免除の設

定に関するウズベキスタン共和国大統領令 

2023 年 6 月 5 日付 No.UP-86／同日施行 

3 世界貿易機関（WTO）へのウズベキスタン共和国の加盟プロセスの加速化に

係る追加措置に関するウズベキスタン共和国大統領決定 

2023 年 6 月 2 日付 No.PP-181／同月 5 日施行 

4 強制認証を条件として国家登記を経ずに医療上の利用及び輸入が許容され、

かつ、ウズベキスタン共和国における国家登録を受けたその類似品が存在しな

い医薬品及び医療機器のリストの承認に関するウズベキスタン共和国保健相

の命令 

2023 年 6 月 2 日付 No.14 同月 5 日法務省登録 No.3440／同日施行 

5 ウズベキスタン共和国の主要情報インフラストラクチャのサイバーセキュリ

ティの保障制度の改善に係る追加措置に関するウズベキスタン共和国大統領

決定 

2023 年 5 月 31 日付 No.PP-167／同年 6 月 2 日施行 

 

第 15 トルコ 

掲載すべき法令は、ありません。 

 

第 16 メキシコ 

その最新法令リストは、当事務所のホームページにて御覧下さい。 

 

第 17 ミャンマー 

掲載すべき法令は、ありません。 

 

第 18 添付法令資料 

   1 中国適格国内機関投資家国外証券投資外国為替管理規定（目次） 

   2 健康保障プログラムの実施における医療サービスの料金基準に関する 2023

年 1月 6日付インドネシア共和国保健大臣規則 No. 3（目次） 
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   3 住宅法を合一するベトナム国会事務局の合一文書（目次） 

 

【アジア経済法令ニュース編集メンバー】 

糸賀 了   弁護士 最高顧問パートナー 

瓜生 健太郎 弁護士 マネージングパートナー 

 

宍戸 一樹  弁護士：インドネシア・マレーシア・台湾・韓国・ロシア法令担当 

 兼ラテン‐アメリカデスク主任 

穴田 功   弁護士 日本国及びニューヨーク州：タイ・香港・シンガポール・ 

インド・南アフリカ法令担当 

谷本 規   弁護士：香港・越南・フィリピン・インドネシア法令担当 

金田 繁   弁護士：インドネシア法令担当 

広瀬 元康  弁護士 日本国及びフランス国：メキシコ・ブラジル・インド・バン

グラデシュ法令担当兼ヨーロッパ・アフリカ・中東デスク主

任 

森 啓太   弁護士 日本国及びニューヨーク州：租税・独占禁止・知的財産・越

南・韓国・インドネシア法令担当 

谷添 学   弁護士 日本国及びニューヨーク州：インド・パキスタン・バングラ 

デシュ・スリランカ・南アフリカ・インドネシア法令担当 

熊代 なつみ 弁護士：インドネシア法令担当 

卜部 晃史  弁護士：インドネシア法令担当 

野島 未華子 弁護士：インドネシア・フィリピン法令担当 

千葉 香苗  弁護士：越南法令担当 

塚本 聡   弁護士：インドネシア法令担当 

上村 遥奈  弁護士：インドネシア法令担当 

大牟田 啓  弁護士・公認会計士：財務・会計・税務・韓国法令担当兼モンゴルデ

スク主任 

梶間 茂樹  弁護士：シンガポール・インドネシア法令担当 

三冨 貴博  弁護士：日本法令担当 

宮澤 旭麿  弁護士：日本法令担当 

飯田 悠   弁護士：日本法令担当 
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萩原 亮太  弁護士：ベトナム法令担当 

山本 大介  弁護士：シンガポール法令担当 

山田 重嗣  公認会計士・税理士：財務・会計・税務法令担当 

穂積 比呂子 税理士：租税法担当 

山本 志織  パラリーガル：インド・パキスタン・バングラデシュ・スリランカ・ 

南アフリカ・ブラジル法令担当 

ジュロフ ロマン  外国法事務弁護士（ロシア連邦弁護士） 

：ロシア・ウクライナ・ベラルーシ法令担当 

ヤラシェフ ノディルベック  外国法研究員（ウズベキスタン共和国弁護士） 

：ウズベキスタン・カザフスタン・トルコ・ロシア法令担当 

リッキ・A・サボナイ  外国法事務弁護士（フィリピン共和国弁護士） 

：フィリピン法令担当 

吉岡 京   パラリーガル：越南法令担当 

新山 祐美  パラリーガル：インドネシア法令担当 

 

関連ベトナム法人 

  UIVN CO.,LTD 

 

提携先中国律師事務所 

  上海堅海律師事務所  

 

（追記） 

 1 中国の主要法令の日本語訳文は、アジア経済法令速報（年 24 回発行）を通じて

有償にて提供しております。 

 


